
防衛省専門職員採用試験過去問題の請求例 

 

行政文書開示請求書 
 令和○年○月○日 

   防 衛 大 臣  殿  

 氏名又は名称：（法人その他の団体にあってはその名称及び代表者の氏名） 

防衛 太郎  

住所又は居所：（法人その他の団体にあっては主たる事務所等の所在地） 

〒 000-0000 TEL 03 (0000) 0000  

東京都○○区○○町○番○号  

連絡先：（連絡先が上記の本人以外の場合は、連絡担当者の住所・氏名・電話番号）  

  

 

 行政機関の保有する情報の公開に関する法律第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり行政

文書の開示を請求します。 

記 

 

 １ 請求する行政文書の名称等 
（請求する行政文書が特定できるよう、行政文書の名称、請求する文書の内容等をできるだけ具体的に記載してください。） 

 別紙のとおり。  

 ２ 求める開示の実施の方法等（本欄の記載は任意です。） 
ア又はイに○印を付してください。アを選択された場合は、その具体的な方法等を記載してください。 

 ア 事務所における開示の実施を希望する。  

 〈実施の方法〉 ①閲覧  ②写しの交付  ③その他（           ）   

 〈実施の希望日〉    

イ 写しの送付を希望する。  

 ３ 開示決定通知書等を書面により送付する場合における公印の押印の必要の有無 
開示決定通知書等を書面により送付する場合には、公印の押印は省略としておりますので、この場合において公印を押印し

た開示決定通知書等を希望される場合は、以下の□にレ点を付してください（レ点がない場合は公印省略とさせていただきま

す）。 

 

 □ 開示決定通知書等への公印を希望する。 
 

 

 

開示請求手数料 

（一件 300 円） 

 

  ここに収入印紙をはってください。 

 

（受付印） 

 

  開示文書を受けとる際にも、手数料が発生する場合があります。HP（防衛省専門職員採用試験の過去問請求
について）では、開示手数料の目安についても掲載していますので、あわせてご確認ください。正式な追納額に

ついては、後日郵送する「開示決定知書」にてお知らせいたします。 

 

 ＊この欄は記入しないでください。  

 
担 当 

所属  

氏名 電話番号  

備 考   

 請求受付番号：   

 

（郵送先） 〒162-8801 東京都新宿区市ヶ谷本村町 5-1 防衛省情報公開室窓口 
 

※ご不明な点等ありましたら、03-3268-3111 防衛省情報公開室窓口にお問い合わせください。 

防衛省専門職員採用試験過去問請求用の別紙様式をご利用ください。 
本請求書と別紙をあわせて、ご提出ください。 

 

収入印紙 「年度」ごとに 300 円の開示請求手数

料をいただくことになっています。 



別紙

□ ２０２４年度　防衛省専門職員採用試験　試験問題及び解答（開示可能なもの)

□ 基礎（教養）

□ 専門

□ 英語

□ ロシア語

□ 中国語

□ 朝鮮語

□ フランス語

□ ２０２３年度　防衛省専門職員採用試験　試験問題及び解答（開示可能なもの)

□ 基礎（教養）

□ 専門

□ 英語

□ ロシア語

□ 中国語

□ 朝鮮語

□ フランス語

□ アラビア語

□ ２０２２年度　防衛省専門職員採用試験　試験問題及び解答（開示可能なもの)

□ 基礎（教養）

□ 専門

□ 英語

□ ロシア語

□ 中国語

□ 朝鮮語

□ フランス語

□ ペルシャ語

□ ２０２１年度　防衛省専門職員採用試験　試験問題及び解答（開示可能なもの)

□ 基礎（教養）

□ 専門

□ 英語

□ ロシア語

□ 中国語

□ 朝鮮語

□ アラビア語

□ ２０２０年度　防衛省専門職員採用試験　試験問題及び解答（開示可能なもの)

□ 基礎（教養）

□ 専門

□ 英語

□ ロシア語

□ 中国語

□ 朝鮮語

請求する年度、問題にチェックを入れてください。

※開示請求手数料は、１件（１年度）につき３００円を収入印紙でいただいております。
　５年分の過去問を請求される場合は、１，５００円分の収入印紙が必要です。
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（裏面又は別添） 

 

〈記載に当たっての注意事項〉 

 

 

 １ 「氏名又は名称」「住所又は居所」 

   個人で開示請求をする場合は、あなたの氏名、住所又は居所を、法人その他の団体の場合にあ

っては、その名称と代表者の氏名及び所在地を記載してください。 

   ここに記載された住所及び氏名により、開示決定通知等を行うことになりますので、正確に記

入願います。 

   連絡等を行う際に必要になりますので、電話番号も記載してください。 

 

 ２ 「連絡先」 

   連絡等を行う場合に、「氏名又は名称」欄に記載された本人と異なる方に行う必要があるとき

は、連絡担当者の氏名、住所及び電話番号を記載してください。 

 

 ３ 「請求する行政文書の名称等」 

   開示を請求する行政文書について、その名称、お知りになりたい情報の内容等をできる限り具

体的に記載してください。 

 

 ４ 「求める開示の実施の方法等」 

   請求された行政文書について開示決定がされた場合に、開示の実施の方法、事務所における開

示を希望される場合の希望日についてご希望がありましたら、記載してください。 

   なお、開示の実施の方法等については、開示決定後に提出していただく「行政文書の開示の実

施方法等申出書」により申し出ることができます。 

 

 ５ 「開示決定通知書等を書面により送付する場合における公印の押印の必要の有無」 

   開示決定通知書等に公印が押印されていなくても、通知書としての効力に影響は生じません

が、次の各号に掲げる通知書を書面により送付する場合において、公印の押印が必要であると

きには、「開示決定通知書等への公印を希望する。」に、レ点を記載してください。 

   (1) 行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）第９条第１項の規定によ

る行政文書の全部又は一部を開示する旨及び開示の実施に関する事項の通知書 

   (2) 法第９条第２項の規定による行政文書の全部の開示をしない旨の通知書 

   (3) 法第１０条第２項の規定による延長後の期間及び延長の理由の通知書 

   (4) 法第１１条の規定（開示決定等の期限の特例）を適用する旨等の通知書 

   (5) 法第１６条第３項の規定により開示実施手数料を減額（免除）する旨の通知書 

   (6) 法第１６条第３項の規定により開示実施手数料を減額（免除）しない旨の通知書 

 

 〈開示請求手数料の納付について〉 

   開示請求を行う場合には、１件の行政文書について３００円を納付していただくことになっ

ています。 

   ３００円分の収入印紙をこの請求書の所定の位置にはって、提出してください。 

 


